
Bull.  Kanagawa  Ins.  of  P.H. No.53  2023

－ 39 －

神奈川県衛生研究所研究報告　No． 53 (2023)

Bull. Kanagawa Ins. of P.H.

神奈川県衛生研究所　企画情報部

〒 253-0087　茅ヶ崎市下町屋 1-3-1

＊元　企画情報部

資料

神奈川県におけるレジオネラ症発生
動向（2017 年～ 2022 年）

木村睦未，松永涼夏 *，内藤智貴，

大屋日登美，関戸晴子

Surveillance of Legionellosis 
in Kanagawa prefecture，2017-2022

Mutsumi KIMURA，Suzuka MATSUNAGA，

Tomotaka NAITOH，Hitomi OHYA 
and Haruko SEKIDO

　　レジオネラ症はLegionella pneumophila をはじめ

とするレジオネラ属菌による細菌感染症であり， 主な

病型として重症のレジオネラ肺炎と軽症のポンティ

アック熱が知られている . 特に高齢者や新生児では肺

炎を起こす可能性が通常より高く， 注意が必要であ

る 1)． 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律 （以下， 感染症法） の四類感染症全数把握

疾患となっており， 診断した医師は直ちに最寄りの保

健所に届出なければならない 2)．

　　今回， 神奈川県における最近のレジオネラ症発生動

向について把握するため， 2017 年から 2022 年の計

6 年間の報告について解析を行った． また， レジオネ

ラ症発生動向への新型コロナウイルス感染症の流行の

影響の有無についても併せて検討したので報告する．

　　神奈川県衛生研究所企画情報部では， 感染症法の規

定に基づいた地方感染症情報センターの業務を担って

いる． 地方感染症情報センターでは， 感染症法で定め

られた感染症について， 感染症サーベイランスシステム

（NESID ； National Epidemiological Surveillance of 

Infectious Disease．以下，NESID）を用いたデータ確認，

国への報告， 分析および公表を行っている． NESID は，

感染症法に基づく医師 ・ 獣医師からの届出を中央デー

タベースで一元管理し， 患者情報と病原体情報の収集 ・

分析 ・ 公表を行うための国のシステムである．

　　本解析では， 2017 年から 2022 年までに神奈川県

において報告があったレジオネラ症の NESID データ

計 706 件を， 2023 年 4 月 22 日にダウンロードして

用いた．

報告数の年別推移 （全国との比較）

　　2017 年から 2022 年におけるレジオネラ症報告

数について， 全国 3-8） 計 12,512 件および神奈川県計

706 件の年別推移を比較した （図 1）．

　　調査期間中のいずれの年も全国の報告数 （1,733 ～

2,316 件） の 5.1 ～ 6.6% （103 ～ 152 件） を神奈川

県が占め，47 都道府県で 2 ～ 4 番目に多かった． 全国・

神奈川県ともに報告数は 2017 年から 2019 年にかけ

増加傾向を示したが， 2020 年に減少し， その後横ば

いとなった．

年別診断月別報告数

　　年間を通しての発生動向を把握するため， 年別およ

び診断月別に集計した （図 2）． 神奈川県におけるレ

ジオネラ症報告数は， 夏と秋に多く， 冬に減少する傾

向が見られた．

病型別報告数の割合

　　病型別に報告数の割合を集計した． 肺炎型が 89.5%

（632 件）， ポンティアック熱型が 8.8% （62 件）， 無

症状病原体保有者が 1.7% （12 件） であった．  

性別年代別報告数

　　性別および年代別の報告数を集計した （図 3）． 男性

は 535 件， 女性は 171 件で， 男性の報告が多かった．

図１　レジオネラ症報告数の年別推移

（全国・神奈川県，2017 年～ 2022 年）

注：神奈川県報告数の下の（）内の数字は，
全国の報告数に占める神奈川県の報告数の割合 (%) を示す．
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年代別では男性は70代が，女性は80代が最も多かった.

職業別報告数の割合

　　全報告数 706 件のうち 15 歳未満 2 件を除く 704

件の患者職業について， 日本標準職業分類 9) に従い分

類して， 職業別報告数の割合を調べた .

　　無職が 49.4% （348 件）， 分類不能が 7.1% （50 件），

不明が8.9%（63件）で，職業では建設・採掘職が7.7%（54

件），輸送・機械運転職が 5.4% （38 件） の順で多かった .

血清群別報告数の割合

　　Legionella pneumophila は， 抗原性の違いにより

15 種の血清群に分けられる 10)． 神奈川県における血

清群別報告数の割合を集計した．

　　Legionella pneumophila が分離され血清群の記載

があったのは 69 件であった． その内訳は血清群 1 が

63 件 （91.3%）， 血清群 2 が 1 件 （1.4%）， 血清群 5

が 3 件 （4.3%）， 血清群 6 が 1 件 （1.4%）， 血清群 1

と 7 の同時検出が 1 件 （1.4%） であった．

感染経路 （推定および確定） 別報告数の割合

　　感染経路 （推定および確定） 別の報告数の割合を解

析した （図 4 ）． 2 つの感染経路が挙げられていた 12

事例および 3 つの感染経路が挙げられていた 1 事例

はそれぞれの感染経路に計上し， 計 720 件の感染経

路を集計した．

　　多い順に感染経路不明が 62.8% （452 件）， 水系感

染が 28.1% （202 件）， 塵埃感染が 5.3% （38 件）， そ

の他が 3.9% （28 件） であった．  

　　水系感染 202 件の詳細をみると， 多い順に， 温泉 ・

公衆浴場が 77 件， その他 / 不明が 68 件， 自宅浴室

図３　レジオネラ症の性別年代別報告数（神奈川県，2017 年～ 2022 年）

図２　レジオネラ症の年別診断月別報告数（神奈川県，2017 年～ 2022 年）

図４　レジオネラ症の感染経路（推定および確定）別

報告数・割合（神奈川県，2017 年～ 2022 年）

注：複数感染経路の事例はそれぞれに計上した．
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が 26 件， 高齢者福祉施設が 12 件， 加湿器が 9 件，

共同風呂 （寮の風呂， 院内入浴施設など） が 7 件，

エアコンが 3 件であった．

感染地域 （推定および確定） 別報告数

　　感染した地域 （推定および確定） 別に集計した （図

５ ）． 国内では， その他の都道府県 / 複数都道府県 /

都道府県不明の 125 件を除き， 神奈川県が 426 件，

東京都が 18 件， 静岡県が 12 件， 山梨県および群馬

県が各 4 件の順で多かった． 国外が 12 件， 国内およ

び国外が 2 件であった． 国外で最も多かったのは中

国で，2017年から2022年の間に4件の報告があった．

感染地域が不明だったのは 103 件であった．

地域別報告数の割合の年別推移

　　神奈川県を， 政令指定都市である横浜市 ・ 川崎市 ・

相模原市， 保健所設置市である横須賀市・藤沢市・茅ヶ

崎市， 県所管域 （神奈川県内の市町村のうち政令指定

都市と保健所設置市を除く地域）の 7 つの地域に分け，

地域別報告数の割合の年別推移を集計した （図 6） .

　　レジオネラ症報告数の割合は， 2018 年を除き， 横

浜市 （33.6% ～ 38.9%）， 県所管域 （21.4 ～ 28.4%），

川崎市 （15.5 ～ 19.7%） の順で多かった． 2018 年は

横浜市 （30.7%）， 川崎市 （29.8%）， 県所管域 （24.6%）

の順で多かった．  

　　2017 から 2022 年までの NESID データを用いて，

神奈川県におけるレジオネラ症の発生動向を解析した．

　　レジオネラ症報告数の年別推移では， 全国と同様，

2017 年から 2019 年にかけて増加した後， 2020 年

に減少し， その後横ばいとなった． インフルエンザ
11) 等の呼吸器感染症では 2020 年に急激に報告数が減

少したが， レジオネラ症の報告数は漸減するに留まっ

た． 新型コロナウイルス感染症の流行による 「三つの

密 （密閉空間， 密集場所， 密接場面）」 回避や 「人と

人との距離の確保」 等の感染症対策 12) は， ヒトから

ヒトへ感染するインフルエンザのような疾患には大き

く影響を与えたが， ヒトからヒトへの感染はなく環境

から感染する１） レジオネラ症にはあまり影響を与えな

かったものと推察された．  

　　国立感染症研究所の報告によると， 全国における

2011 年第 1 週から 2021 年第 35 週のレジオネラ症

報告数の解析 13） では， 夏と秋に多く冬に少ないとい

う季節性がみられた． 病型は肺炎型が最も多く （約

95%） 報告されていた． 性別では 20 代以降の全年代

において女性より男性の報告が多く， 年齢分布は男性

で 60 代が， 女性で 80 代が最も多かった． 感染経路

としては水系感染が 32.5%， 塵埃感染が 5.7% である

ことが示されている． また， 全国における 2007 年 1

月 1 日から 2016 年 12 月 31 日のレジオネラ症報告

注：「県所管域」は神奈川県内の市町村のうち横浜市，川崎市，相模原市，横須賀市，藤沢市，茅ヶ崎市を除く地域

図６　レジオネラ症の地域別報告数の割合の年別推移（神奈川県，2017 年～ 2022 年）

図５　レジオネラ症の感染地域（推定および確定）別

報告数（神奈川県，2017 年～ 2022 年）
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数の解析 14) では， レジオネラ症の職業別報告数の割

合は， 無職が 49.4%， 分類不能が 11.0%， 不明が 5.9%

で， 職業では建設 ・ 採掘職が 8.4%， 輸送 ・ 機械運転

職が 4.7% の順で多かったと報告されている． 血清群

別報告数では， 2014 年 3 月末現在， レジオネラ ・ レ

ファレンスセンターで収集したレジオネラ症臨床分離

株 316 株のうち血清群１が 262 株 （82.9%） と多くを

占めていた 15)．

　　本解析において， 神奈川県におけるレジオネラ症発

生動向では， 年別診断月別報告数 ・ 病型別報告数の割

合 ・ 性別報告数 ・ 職業別報告数の割合 ・ 血清群別報告

数の割合 ・ 感染経路別報告数の割合は全国と同様の傾

向であることが示された． 一方， 年代別報告数では，

男性の報告数が最も多い年代が 70 代で， 全国の 60

代に比べ高かった． これについては引き続きデータを

収集して， 原因の解析を行う必要がある．

　　感染経路としては， 入浴施設が関連する事例は国

内で報告されている 16-18) が， 本解析でも温泉 ・ 公衆

浴場などの入浴施設の利用により感染した事例が約 1

割 （720 件中 77 件） を占めていた． また， 入浴施設

だけでなく， 加湿器 ・ エアコンといった入浴とは無関

係の感染経路も少数報告された． レジオネラ症には多

様な感染源があることが報告されており 19)， 入浴施

設以外にも注意が必要であることが示された．

　　感染地域は多くが神奈川県であったことから， 日常

生活や近隣地域で感染する事例が多いことが推察され

た． 一方， 県外や国外で感染した事例もあり， 旅行や

出張においても注意が必要である．

　　地域別報告数は神奈川県の人口割合 （横浜市

40.9％， 川崎市 16.7％， 相模原市 7.9％， 横須賀市 4.1％，

藤沢市 4.8％， 茅ヶ崎市 2.7％， 県所管域 23.0％） 20) と

同様の傾向であった． 人口割合が多い地域ほど， レジ

オネラ症の報告数が多い傾向が認められた．

　　2020 年に始まった新型コロナウイルス感染症の流

行による影響は， 神奈川県におけるレジオネラ症報告

数を漸減するに留めた． しかし， 2023 年 5 月， 新型

コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが五類

感染症に変更されたため， 人流が戻り， 温泉の利用な

どレジオネラ属菌に曝露する機会が増加することが予

想される． また， 2017 年から 2019 年にかけては増

加傾向にあったことから， レジオネラ症報告数が再び

増加する可能性がある． 地方感染症情報センターとし

て， 今回の解析で得られた結果を元に積極的な注意喚

起に努めるとともに， 今後さらなるデータ収集 ・ 解析

を行っていきたい．
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